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海外経済情勢・
市場動向について
情報提供

貿易証明書類の
発給事業

実務担当者向け
各種セミナー

国際渉外・
交流促進事業

海外販路の
開拓支援事業

海外展開に関する
専門家派遣・
相談事業

商工会議所が取り組む6つの領域
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ニーズが高い3ヵ国にて現地商談会事業を実施

各種調査やアンケートにて会員企業から進出ニーズの高い
ASEAN3ヵ国（ベトナム・台湾・インドネシア）にて、
神戸企業と現地企業との個別商談のほか、現地JETROとの
懇談や企業見学、市場調査など附帯事業を実施。

＜個別商談にかかる伴走支援の流れ＞
・２ヵ月前…各企業へニーズのヒアリング
・１ヵ月前…商談候補先のリストアップ＆神戸企業側が選定
　　　　　　マッチング＆アポ設定、営業資料翻訳支援
・面談当日…通訳手配、一部で事務局が同席し議事録作成
・帰国後　…3ヵ月程度、現地企業への代理ヒアリングや
　　　　　　再面談の設定、交渉方法の指南等フォロー

①海外販路の開拓支援事業（2025年度）
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第1回 海外現地商談会
in
ベトナム・ホーチミン

日　　程：8月25日(月)～27日(水)
参加企業：一般消費財を商材とする市内企業6社
商談件数：34件
内　　容：
　・企業訪問型個別商談会（2日間）
　・現地モニターへのサンプリング試食・体験会
　・JETROホーチミン事務所への訪問
　・ホーチミン高島屋への視察
　・現地関係者とのネットワーキング交流会
備　　考：
　・商談後のフォローアップを帰国後3ヵ月間実施

①海外販路の開拓支援事業（2025年度）
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第2回 海外現地商談会
in
台湾・台北

日　　程：11月10日(月)～12日(水)
参加企業：一般消費財を商材とする市内企業6社
商談件数：26件
内　　容：
　・個別商談会
　・蔦屋書店（台鉄松山駅）での展示商談会
　・神戸ライフスタイル紹介セミナー
　・日本台湾交流協会台北事務所への訪問
　・参加者交流懇親夕食会
備　　考：
　・商談後のフォローアップを帰国後3ヵ月半実施

①海外販路の開拓支援事業（2025年度）
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第3回 海外現地商談会
in
インドネシア・ジャカルタ

日　　程：1月21日(水)～22日(木)
参加企業：産業財を商材とする市内企業6社
商談件数：28件
内　　容：
　・企業訪問型個別商談会（2日間）
　・JETROジャカルタ事務所への訪問
　・KOBE Tech
Innovation
Forumの実施
　・GIIC工業団地の視察
　・インドネシア商工会との意見交換
備　　考：
　・商談後のフォローアップを帰国後2ヵ月弱実施

①海外販路の開拓支援事業（2025年度）
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越境ECチャレンジ企業支援事業

越境ECプラットフォームを提供するZenGroup社と提携し、
会員企業向けに地場産品が無料掲載できる特集ページ
「KOBE♡HYOGO Fair」を開設。同サイトを訪れる日本商
品が好きな外国人向けのPR・販売支援を実施している。
ユーザー数170万人・世界165ヵ国に販売実績があり、
海外市場へテストマーケティング機会として活用を促進。

募集時期：通　年
対　　象：神戸商工会議所会員企業
費　　用：無　料
掲載実績：86社（※2022年度より通算）

①海外販路の開拓支援事業（継続）
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ベトナム優良企業とのビジネスマッチング事業

日本政府の支援でベトナムの国立大学に設立された国際人
材育成並びに日越ビジネス交流機関「ベトナム日本人開発
インスティチュート」と連携。同機関は日本式経営を教え
る経営塾を15年間運営、輩出したOB約700社1,000名が
経営するベトナム優良企業とのビジネスマッチング（オン
ライン面談）を提供している。

募集時期：通　年
対　　象：神戸市内の全業種・規模の企業
費　　用：会員無料
商談実績：27件（神戸企業22社、ベトナム企業18社
　　　　　　　　※2023年度より通算）
 　　　　  ★現在5社より申込ありマッチングを実施中
備　　考：日本語↔ベトナム語の通訳も無料手配

①海外販路の開拓支援事業（継続）
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インバウンド戦略セミナー

日本文化への関心の高まりに加え、万博開催や神戸空港
国際化で増加したインバウンド客の需要を、神戸の企業
が取り込めるよう、多文化理解を目指すセミナーを実施。

第1回では県内の大学に通う外国人留学生16名も参加。
自身が日本で暮らす上で不便に感じていること、逆に
あれば嬉しいサービスなど「生の声」を共有し、企業に
外国人の視座の提供を図った。

日　時：2025年8月7日(木)、9月3日(水) 14:00～16:30
会　場：アンカー神戸
参加者：企業38名 /
学生24名

②市場動向/情報提供セミナー (2025年度)
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2025年度開催実績

企業の進出数が多いアジア圏を中心に、関係経済団体や国・
JETRO、在日の各国総領事館と連携しセミナー他イベントを
年間を通じて開催している。

【合計8回・参加者1,003名】
・  4月21日「日アセアンの未来シンポジウム」589名
・  5月16日「ベトナム企業経営者交流会」91名
・  6月  9日「トランプ政権の関税政策」100名
・  7月31日「RCEPセミナー2025」58名
・10月15日「米国ビジネスセミナー」29名
・11月14日「トランプ政権とどう向き合うか」31名
・12月10日/11日「グローバル・バイヤーズ
　　　　　　　        withフィリピン/タイ三越伊勢丹」15名
・  2月25日「インド経済セミナー」90名

②海外情勢等セミナー事業一覧
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2025年度開催実績

貿易基礎知識のインプットを中心に、初めて国際取引に
関わる担当者のための講座を、神戸貿易協会などと共催で
毎年シリーズで開催している。

【合計22回・参加者150名】
・  6月(全4回)「貿易入門講座」35名
・  7月(全4回)「ビジネス英語講座(基礎）」13名
・  9月(全4回)「貿易実務講座 貿易基礎講座」21名
・10月(全4回)「貿易実務講座 国際保険･物流講座」19名
・11月(全4回)「貿易実務講座 為替･通関/関税講座」16名
・12月4日「安全保障貿易管理等説明会(初級編)」31名
・3月25日「ゼロから学ぶ英文契約入門セミナー」15名

②実務担当者向けセミナー事業一覧
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③国際渉外（正副会頭表敬/海外視察団受入）
2025年度対応実績

・4月14日 マレーシア投資開発庁
副CEO（表敬）
・4月23日 タイ商業会議所/貿易委員会経済団（懇談会・企業視察）
・4月24日 シンガポールビジネス連盟視察団（企業視察・交流会）
・5月21日 韓国昌原商工会議所視察団（懇談会・企業視察）
・5月22日 在パラグアイ日本商工会議所視察団（表敬・企業視察）
・6月23日 ラトビア
インテリア企業訪日団（商談調整）
・7月29日 イタリア
カンパニア州訪日団（商談調整）
・9月19日 フィンランドタンペレ大学訪日団（企業視察）
・10月23日 韓国仁川商工会議所経済団（懇談会･企業視察･交流会）
・11月19日～21日 シンガポール国立大学訪日団
・2月25日 在大阪イタリア総領事（表敬）
・2月25日 在大阪神戸インド総領事（表敬）
※他、主に万博期間中、各国視察団と商談調整を随時実施 12



③国際渉外（大阪関西万博/各国レセプション対応）
2025年度対応実績

・4月11日 ブリスベン市訪問団歓迎レセプション
・4月25日 在日ウクライナ商工会議所設立レセプション
・6月4日 カナダBC州レセプション＠万博
・6月20日 ドイツナショナルデー＠万博
・6月28日 中国広東省
投資環境説明会
・7月11日 中国訪日団
歓迎朝食会
・7月11日 中国ナショナルデー＠万博
・8月5日 ウクライナナショナルデー＠万博
・8月13日 コモロ連合経済フォーラム＠万博
・8月15日 インドナショナルデー＠万博
・9月3日 オーストラリアナショナルデー＠万博
・9月9日 ベトナムナショナルデー＠万博
・2月9日 ウクライナ訪問団歓迎交流レセプション
※他、万博期間中に各国主催イベントへの対応を多数実施 13



川崎会頭・海外トッププロモーション

2023年から国内都市に向けて実施していた「万博会場と
神戸へ来訪の依頼」「神戸空港の利用推進」を海外にも
展開。
川崎会頭自らが訪問、現地でプレゼンを実施し万博への
来場、加えて神戸への訪問(神戸空港利用)をPRした。

実　績：[2024年度]   7月  ベトナム
　　　　　　　　　    9月  シンガポール
 

































10月  タイ
　　　　[2025年度]   4月  韓国
　　　　　　　　　 10月  台湾
　　　　　　　　　　　　　　　【計5ヵ国】

③国際経済交流促進事業（継続）
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在パラグアイ日本商工会議所との交流事業

神戸港は1908年以降、南米移民の主要な出発港となった
ことで、現在でもパラグアイ在住の日系人のうち、
神戸にルーツを持つ人が最多の割合を占めている。
この歴史的な背景をきっかけに、在パラグアイ日本商工
会議所との交流事業を実施している。

開始時期：2022年度～
対　象：神戸商工会議所会員企業
実　績：[2022年度] 合同セミナーの開催
　　　　[2023年度] オンライン商談会の実施
　　　　[2024年度] 現地調査団の派遣 ※JICA補助
　　　　[2025年度] 訪日団の神戸視察を受入
備　考：2026年度の連携をJICAを通じて現在検討中

③国際経済交流促進事業（継続）
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Kansai International
Meishi
Exchange

神戸商工会議所と在日外国商工会議所のメンバー交流促進・
ビジネス創出を目的に、2023年度より在日アメリカ商工会
議所と新たな交流会行事を発足。以後、年々共催の
会議所数を増やし、2025年度は11ヵ国の合同で開催した。

日　時：2025年5月28日(水) 18:30～20:30
会　場：コンラッド大阪
参加者：220名
共催在日外国商工会議所一覧：
　アメリカ、イギリス、カナダ、フランス、ドイツ、
　イタリア、インド、ベルギー/ルクセンブルク、
　ウクライナ

③国際経済交流促進事業（継続）
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年間28,000件以上の証明書を発給（2025年度）

●一般原産地証明書
・輸出産品がどこの国で生産されたかを証明するもので、
　輸出先での通関や、商品代金の決済といった
　場面で使用される神戸商工会議所の私文書。
・登録社数：693社
　　　　    （会員519社／非会員174社）
・2021年1月よりオンライン発給を開始し、
　現在、約5割がオンライン発給に移行。
　今後さらにオンライン化が進む見通し。

④貿易関係証明書の発給事業（継続）
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石上さんに
ヒアリング中...

EPAの利活用を利活用を啓蒙

●特定原産地証明書（EPAに基づく特恵税率適用のための第1種証明書）
・特定原産地証明書は、2ヵ国間または多国間
　の経済連携協定（EPA）に基づく国の公文書
　で、輸出先での通関時に関税の減免を受ける
　目的に使用される。
・当商工会議所は日商神戸事務所として、
　現在16の国/地域向けに発給。
・2022年にRCEPが発効。中国や韓国向けの
　発給が追加され、発給件数が増加。
　以降も堅調に増加している。

④貿易関係証明書の発給事業（継続）
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